
 

岐阜県少子化対策専門家研究会報告書（概要版） 

 

 

【報告書の主な構成】 

１ 岐阜県における少子化の現状 

①岐阜県の将来人口推計 

②少子化対策基本計画における指標（実態がどう変わったか注視し施策の効果の検証 

につなげる指標）の分析 

２ 岐阜県の取組みと今後の施策の方向性 

①少子化対策基本計画「目標となる指標」の達成状況 

②課題と今後の施策の方向性 

 

 

（１）【居住】移住・定住 

●課題 

岐阜県は全国や近隣県と比べて、進学や就職を理由とした２０～３０代の若者の転出

が多く、特に女性の県外への流出が多い 

○施策の方向性 

①若者や女性に県内に定着してもらうには、魅力的な職場づくりや起業意識の醸成、

また多様な高等教育機関の確保が重要である。加えて、郷土愛を育む教育や活動が

出身地への愛着を生み若者のＵターンに繋がる 

②移住・定住の促進には、単身者や人材不足の職場への受け入れに向けた居住等生活

面での各種支援と、結婚や子育てに対する若者の多様な価値観を地域が受け入れて

いく姿勢が必要である 

 

（２）【結婚】結婚支援 

●課題 

結婚して「岐阜県」に住みたいと思う人に向けた支援は重要である 

○施策の方向性 

県外から（特に愛知県をはじめとする近隣県から）の移住定住に繋がるような結婚支

援を実施していくことが必要である 

同時に、自治体間横断的な結婚支援を更に進めていく必要がある 

 

（３）【出産・子育て】子どもを生み育て、預けられる受け皿づくり 

●課題 

若い世代は、子どもを生み育てていけるかどうかの不安を感じている 



○施策の方向性 

子育て支援サービスの情報を、あらゆる相談の機会や様々な媒体を通じて確実に子育

て世帯に届けるとともに、結婚から妊娠・出産、子育てにわたる切れ目のない支援を、各

地域の特徴や資源に応じて幅広く実施していくことが重要である 

 

（４）【子育て】両立支援 

●課題 

職場における理解が足りないことや、夫婦ともに積極的に子育てにかかわるという意

識が醸成されず、両立支援が有効に生かされない 

○施策の方向性 

夫婦の就業形態、親との居住状況など、個々の家族形態にかかわらず、個人が望む働

き方ができるよう企業のワークライフバランスに関する取組みを後押しするとともに、

周囲の理解が深まるよう、性別による固定的な役割分担意識の解消に向けて継続した取

組みが重要である 

 

（５）【地域】県内市町村の特性等 

●課題 

地理的条件や人の動きなどにより地域（県内市町村）の状況には各々の特性がある 

○施策の方向性 

市町村によって異なる状況や特性を踏まえ、地域資源も考慮したうえで、地域に応じ

た施策の実施が必要である 

 

（６）【コロナ】コロナの影響等 

●課題 

コロナ禍でテレワークやリモートワークが進み、都市圏から地方への移住ニーズが増

大する可能性に対し、具体的な定住促進策をとる必要がある 

○施策の方向性 

リモートワークの進展によって、居住費、物価、行政サービス等により岐阜県に居住

してもらえるような施策を進めていけるとよい 

 

 

 


